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基本計画基本計画基本計画基本計画
基本構想の実現に向けて、本市将来の総合
的かつ基本的な施策に関する計画

基本計画基本計画基本計画基本計画
基本構想の実現に向けて、本市将来の総合
的かつ基本的な施策に関する計画

基本構想基本構想基本構想基本構想
市政の長期にわたる将来像を示した根本的
な施策構想

基本構想基本構想基本構想基本構想
市政の長期にわたる将来像を示した根本的
な施策構想

１０年間
（平成２０年度～２９年度）

後期５年
（平成２５年度
～２９年度）

第２期（H21～23)

第１期(H20～22)

第３期（H22～24)

第４期（H23～25)

前期５年
（平成２０年度
～２４年度）

実施計画実施計画実施計画実施計画
基本計画に基づく具体的な事務事業の実施
に関する計画。
計画期間は３年間で、毎年度進捗状況を把
握

実施計画実施計画実施計画実施計画
基本計画に基づく具体的な事務事業の実施
に関する計画。
計画期間は３年間で、毎年度進捗状況を把
握

第５期（H24～26)

第８期（H27～29)

第６期（H25～27)

第７期（H26～28)

１１１１．．．．基本的基本的基本的基本的なななな考考考考ええええ方方方方
（１）総合計画の定義と役割
①総合計画の定義

地方自治法第２条第４項に規定があり、市町村はその事務を処理するにあたり、議会の議決を経て、その地域に
おける総合的かつ計画的な行政の運営を図るための基本構想を定め、これに即して行うようにしなければならない
とあります。

②総合計画の構成

※H28～29年度からは次期、総合計画策定に着手

③総合計画の役割
ア）市町村の総合的かつ計画的な行政運営の指針
イ）市民等の活動に際しての指針

将来像の実現に必要な市民や企業等の民間団体の活動の方向や協力を求めるべき事項をあらかじめ定めておく。
ウ）国・県等が地域計画を策定し、事業を行うにあたっての尊重すべき指針

中期的な歳入歳出予測
とバランスをとれるよう年
度別に計上し、毎年度予
算編成の指針とする。

NEW
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１）市町村の総合的かつ計画的な行政運営の指針
２）市民等の活動に際しての指針
３）国・県等が地域計画を策定し、事業実施に伴い尊重すべき指針

１）市町村の総合的かつ計画的な行政運営の指針
２）市民等の活動に際しての指針
３）国・県等が地域計画を策定し、事業実施に伴い尊重すべき指針

右肩上がり ⇒ 右肩下がり

中央集権 ⇒ 地方分権

平均化 ⇒ 個性化・多様化

統治（ガバメント） ⇒ 協治（ガバナンス）

自治体運営 ⇒ 地域経営

宇
陀
市
総

宇
陀
市
総

宇
陀
市
総

宇
陀
市
総

合
計
画

合
計
画

合
計
画

合
計
画
がが がが

目
指

目
指

目
指

目
指
すす すす
計計 計計

画画 画画
と
は

と
は

と
は

と
は
？？ ？？

行財政改革行財政改革行財政改革行財政改革によるによるによるによる新新新新しくしくしくしく実効性実効性実効性実効性のあるのあるのあるのある計画計画計画計画
【効率的･効果的に成果を達成するため、実生活優先の集中と選択に徹底した計画】

行財政改革行財政改革行財政改革行財政改革によるによるによるによる新新新新しくしくしくしく実効性実効性実効性実効性のあるのあるのあるのある計画計画計画計画
【効率的･効果的に成果を達成するため、実生活優先の集中と選択に徹底した計画】

公民協働公民協働公民協働公民協働をををを目指目指目指目指したしたしたした計画計画計画計画
【地域経営を基本に、市民や行政等による協働のまちづくりを目指した計画】

公民協働公民協働公民協働公民協働をををを目指目指目指目指したしたしたした計画計画計画計画
【地域経営を基本に、市民や行政等による協働のまちづくりを目指した計画】

まちづくりのまちづくりのまちづくりのまちづくりの目的目的目的目的・・・・目標目標目標目標へのへのへのへの進行管理進行管理進行管理進行管理ができるができるができるができる計画計画計画計画
【まちづくりの成果や成果指標を設定することで、常に軌道修正をしながら進行管理が可能な計画】

まちづくりのまちづくりのまちづくりのまちづくりの目的目的目的目的・・・・目標目標目標目標へのへのへのへの進行管理進行管理進行管理進行管理ができるができるができるができる計画計画計画計画
【まちづくりの成果や成果指標を設定することで、常に軌道修正をしながら進行管理が可能な計画】

地域地域地域地域のののの特性特性特性特性やややや強強強強みをみをみをみを新市全体新市全体新市全体新市全体のののの活性化活性化活性化活性化にににに活活活活かすかすかすかす計画計画計画計画
【各地域の個性や特性を活用・発展させ、新たな新市としての活性化につながるような有効かつ総合
的な施策体系を位置づけた計画】

地域地域地域地域のののの特性特性特性特性やややや強強強強みをみをみをみを新市全体新市全体新市全体新市全体のののの活性化活性化活性化活性化にににに活活活活かすかすかすかす計画計画計画計画
【各地域の個性や特性を活用・発展させ、新たな新市としての活性化につながるような有効かつ総合
的な施策体系を位置づけた計画】

【社
会
潮
流
の
変
化
】

（２）これからの総合計画に求められるもの
まちづくりを取り巻く社会潮流の変化を考え合わせると、これからの宇陀市総合計画には次の点が求められます。

■総合計画の基本的役割
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（３）総合計画策定とまちづくりの重要なポイント

地方分権の推進を図り、少子高齢化の進展や広域的な行政需要が増大していくなかで、国が進める三位一体改革を受けて、
地方の行財政基盤の強化が求められてきたため、平成１８年１月１日に大宇陀町、菟田野町、榛原町及び室生村の合併により、
「宇陀市」が誕生しました。
「宇陀市」は、合併という基本的な枠組みの変化に加えて、少子高齢化、地域の過疎化、規制緩和に伴う産業構造の変化、
高度情報化への対応など、社会情勢が大きく変化する中で厳しい財政状況を踏まえた行政運営がいま求められています。
このような限られた条件下にあって、地域がもつ特性や良さを活かしながら、新市が一体となって、自立した「宇陀市」の創造、
個性と自主に満ちた魅力ある地域の形成を目指していかなければなりません。
そのためには、これまでの成長・拡大を目指す持続不可能な社会から、豊かな自然と共存する持続可能な美しい社会へと発
想の転換をする必要があると思われます。
よって今後は、宇陀市民が本来もつ地域力（宇陀力）を、より引き出せるための環境づくりが大切であり、少子高齢化の時代だ
からこそ、この地域がもつ絆をさらに強め、地域が個人や他の地域を支えられるような政策がまちづくりに大きな意味をもつと思
われます。
つまり、とかく役所主導型の行政であったものを、緊縮財政や限られた条件の中での行政運営においては、「自助」「共助」「公
助」による補完性の原則に立ち、公共サービスを互いに支えあう「協働」のための基盤整備が必要になります。
このように、地域の個性を尊重しつつ、まち全体で一体感の形成を図る必要があるため、全市的な広い視野と実効性のある
計画的視点に立ち、地域住民の意見を聴取しながら、新市建設の指針と地域経営の基礎となる総合計画を策定するものです。
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地域における環境条件や地域組織及び活
動を積み重ねる力

地域力地域力地域力地域力（（（（宇陀力宇陀力宇陀力宇陀力））））のののの充実充実充実充実

新新新新しいしいしいしい時代時代時代時代のののの協働協働協働協働づくりづくりづくりづくり

蓄積力

地域力地域力地域力地域力 自治力

関心力

住民自身が地域の抱える問題を自らのこ
とと捉え、地域の組織的な対応で解決す
る力

常に地域の環境に関心をもち、可能性が
あるなら向上していこうとする意欲の力

地域の元気づくりやもてなしの心を支援し、本来この宇陀の地がもつ潜在的な力を引き出せる施策
で、地域活動を充実させるとともに、町村合併を生かし、地域間との交流・連携を図っていくことが
必要です。

■地域力とは・・

※地域力は、阪神・淡路大震災を契機に広まった概念で、現代社会の情勢の変化や市民 ニーズの多様化により、防災の
みならず防犯や福祉、教育など多彩な分野で、行政だけでは地域の問題解決は不可能であるという認識に立ち、自立的か
つその他の主体と協働を図りながら地域の問題の解決や地域の価値を創造していくための力をいいます。

地域活動の再生や多様化する行政課題の解決を図っていくためには、行政だけでは限界があります。
NPOや企業、行政等が独自の機能に応じた役割分担をし、協働で問題を解決することが必要であり、行
政職員の意識改革やシステムの構築が求められます。

う だ ぢ か ら
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持続可能持続可能持続可能持続可能ななななエコエコエコエコ（（（（環境保全環境保全環境保全環境保全））））のまちのまちのまちのまち

自自自自 助助助助
個人・家族（個々

の力でできること）

共共共共 助助助助
町内会・NPO･ボラン
ティア･民間（みん
なで力を合わせてで
きること）

公公公公 助助助助
市・県・国（み
んなで力を合わ
せてもできない
こと）

●人口増加による経済成長時代

●大量生産・大量消費・大量廃棄

●ものとお金に豊かさを求める価値観

●経済的でコンパクトなまち

●自然環境に優しい循環型のまち

●時間や空間、こころにゆとりのあるまち

方向転換方向転換方向転換方向転換

■新しい時代の協働を目指して
～市民・自治会・行政は、力を出し合って「地域の底力」を培う。

「してもらう」から「力を出し合う」関係へ～

人口減少や経済縮小の時代を迎え、これからのまちづくりは既存の延長線上にない新しい発想が必要に
なってきます。「選択と集中」による効率的でコンパクトなまち、自然と共存し、環境保全に重点を置い
た持続可能なまちへと方向転換をすることが、地域経済や社会の発展につながっていきます。

■人口減少時代のあった政策
～市民が自信をもち、子どもたちが輝く、美しく自立した持続するまちづくり～
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持続可能持続可能持続可能持続可能なななな土地利用土地利用土地利用土地利用

自然を地域固有の財産として捉え、自然生態系の保全や再生を図る。機能的でコ
ンパクトなまちを目指し、地域にはコア（核）部分を設け、地域と地域をセーフ
ティラインで結ぶ。

持続可能持続可能持続可能持続可能なななな土地利用土地利用土地利用土地利用

自然を地域固有の財産として捉え、自然生態系の保全や再生を図る。機能的でコ
ンパクトなまちを目指し、地域にはコア（核）部分を設け、地域と地域をセーフ
ティラインで結ぶ。

持続可能持続可能持続可能持続可能なななな経済経済経済経済

美しい自然と共存できる産業、自然環境の維持にこだわり、循環型地域社会の構築
で、付加価値のある新しい産業や地域ブランドの創生、地域通貨の活用などによっ
て成り立つ経済活動

持続可能持続可能持続可能持続可能なななな経済経済経済経済

美しい自然と共存できる産業、自然環境の維持にこだわり、循環型地域社会の構築
で、付加価値のある新しい産業や地域ブランドの創生、地域通貨の活用などによっ
て成り立つ経済活動

持続可能持続可能持続可能持続可能なななな地域社会地域社会地域社会地域社会

歴史や地域文化を大切にし、地域や人とのふれあいを取り戻し、地域活動の充実や
ＮＰＯ・市民団体等の育成によって、互いに支えあい、住みなれた地域に住み続け
られることができる安心で安全な地域づくり

持続可能持続可能持続可能持続可能なななな地域社会地域社会地域社会地域社会

歴史や地域文化を大切にし、地域や人とのふれあいを取り戻し、地域活動の充実や
ＮＰＯ・市民団体等の育成によって、互いに支えあい、住みなれた地域に住み続け
られることができる安心で安全な地域づくり

自然が私たちの生活基盤という認識に立ち、人口減少や経済の縮小で損なわれることのない豊かさに価値観
を見出し、このまちに住み、暮らし続けることに幸福を感じることができる社会を築くことが大切です。
欧米の地方都市では、約20年前から「「「「スマートスマートスマートスマート・・・・グロースグロースグロースグロース（（（（賢賢賢賢いいいい成長成長成長成長）」）」）」）」という理念があり、都市の無秩序な
拡大を抑制し、持続可能で人と人がふれあい、顔を合わせ、助け合って暮らす「共助」のまちづくりが進めら
れています。
「ないものねだり」から「あるもの探し」へ。自分たちの足元をしっかりと見つめ直し、美しく持続可能なま
ちは、私たちの生活基盤である自然環境の上に成り立つ経済活動や社会活動によって実現します。

持続可能なまちづくりとは・・・
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新市新市新市新市まちづくりまちづくりまちづくりまちづくり計画計画計画計画新市新市新市新市まちづくりまちづくりまちづくりまちづくり計画計画計画計画 合併前に法定協議会が旧町村の課題等を踏まえながら、合併後の
新市が一体的なまちづくりを速やかに確立するために策定

合併前に法定協議会が旧町村の課題等を踏まえながら、合併後の
新市が一体的なまちづくりを速やかに確立するために策定

基本構想基本構想

基本計画基本計画

実施計画実施計画

地方自治法第２条第４項の規定に基づく基本構想を定め、議会の議
決を経て策定します。

地方自治法第２条第４項の規定に基づく基本構想を定め、議会の議
決を経て策定します。

新市の将来像や理念を実現するためのプロセスを明確にします。新市の将来像や理念を実現するためのプロセスを明確にします。

基本計画の目標を着実に達成するため、施策･事業をどうように実
施していくかを明らかにし、予算編成及び事務執行の指針とします。

基本計画の目標を着実に達成するため、施策･事業をどうように実
施していくかを明らかにし、予算編成及び事務執行の指針とします。

行財政改革行財政改革行財政改革行財政改革にににに
よるよるよるよる再検証再検証再検証再検証

新新新新たなたなたなたなニーズニーズニーズニーズへへへへ
のののの対応対応対応対応

進行管理（試行的行政評価）進行管理（試行的行政評価） 進行管理進行管理進行管理進行管理へのへのへのへの対応対応対応対応にににに配慮配慮配慮配慮したしたしたした計画計画計画計画をををを策定策定策定策定

（４）新市まちづくり計画との関連性

新市まちづくり計画は、合併前に法定の協議会が旧４町村の課題等を踏まえながら、合併後の新市が
一体的なまちづくりを速やかに確立するために策定されます。また、財政的には合併特例債などを受け
る際の根拠となります。
一方、総合計画は、地方自治法第２条第４項に基づき、議会の議決を経て基本構想を定め、これに即

して事務の処理を行うために策定するものです。
そのため、合併市は新市まちづくり計画とは別に地方自治法で定める基本構想を策定しなければなら

ないことになります。
このため、本市も合併後速やかに総合計画の策定にとりかかることになりますが、総合計画は法的に

策定が義務づけられているという理由だけでなく、合併後の新市の実態に即した、また新たな市民のニ
ーズや行政経営に対応する計画としての位置づけにあるといえます。
具体的には、新市まちづくり計画において設定された目標（将来像や理念）や事業計画を行財政改革

の方向性等と再検証することで、新市の財政状況や新たな行政経営に即した総合計画の策定が可能にな
り、さらに、実効性のある実施計画や進行管理（試行的行政評価）に展開していくことができます。

図表図表図表図表 新市新市新市新市まちづくりまちづくりまちづくりまちづくり計画計画計画計画からからからから総合計画等総合計画等総合計画等総合計画等へのへのへのへの展開展開展開展開のののの考考考考ええええ方方方方

8



策定委員会策定委員会策定委員会策定委員会

幹事会幹事会幹事会幹事会 全体会議全体会議全体会議全体会議

幹事会幹事会幹事会幹事会 専門部会専門部会専門部会専門部会（（（（７７７７部会部会部会部会））））

総
務

・
企
画
財
政
部
会

市

民

環

境

部

会

保

健

・
福

祉

部

会

農

林

商

工

部

会

都
市
整
備

・
土
木
部
会

教
育
部
会

美
榛
苑

・
文
化
体
育

事

業

団

部

会

２２２２．．．．策定体制策定体制策定体制策定体制とととと策定策定策定策定スケジュールスケジュールスケジュールスケジュール
（１）庁内組織の設置

総合計画策定にあたっては、本庁各課が地域事務所各課の計画案を十分に掌握・調整し、各専門部会に
おいて施策の計画素案を策定します。

庁内組織としては、市長を委員長とし、部長以上で組織する策定委員会を筆頭に、次長及び課長で組織
する幹事会が中心に策定に当たります。

さらに幹事会は、７つの「専門部会」と専門部会の全体的な総合調整を図る「全体会議」に分かれます。
専門部会には、本庁及び地域事務所の次長及び関係課長で構成され、委員長が指名する部会長が会議を

招集し、全体会議は、助役を議長に部会長及び委員長が指名する幹事で組織されます。
なお、主要事業については、各課職員のヒアリングも実施する予定です。

（２）市民参加
市民参加の手法として、一般には16歳以上に「住民意識調査一般用アンケート」、市内4中学校の生徒

には「中学生アンケート」、全世帯を対象に「ご意見箱用アンケート」の３種類のアンケート調査を実
施しています。【１８年１１月に実施】
さらに、本市は改正合併特例法に基づく地域自治区地域協議会が設置されており、各地域にかかるま

ちづくりについては、各協議会への意見聴取を行う予定です。
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市民
市民

議 会議 会

幹事会全体会議

幹事会専門部会
（７部会）

策定委員会
答申

聴取

意見

議決

アンケート

意見

各課ヒアリング

市長

地域協議会
地域協議会

諮問
上程

審議会審議会

■ 宇陀市総合計画策定体制 ■

市民市民市民市民 市市市市

事務局

コンサル

議会

（３）審議会の設置
市議会議員、行政委員会委員、公共的団体役員、学識経験者等、20人以内で組織する総合計画審議会を設置し、

策定委員会において審議決定した計画案について、市長が諮問をし、答申を受けます。

指示

指示

報告

連携・報告
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まちの現
況と課題
に対する
調査

行政施策
の評価

現地フィー
ルド調査

各課ヒアリング
調査

資料による宇陀市の把握

･事業の総括

・地域固定資源

・地域非定量資源

･事業の点検

現況把握のまとめ

調査による宇陀市の把握

意識ニーズの
把握

アンケート調査

･住民意識調査
（3000人）
・中学生
・ご意見箱

ヒアリング調査
各種関係
団体

アンケート結果
のまとめ

・現状評価
・住民ニーズ
・住民の提言

民間の課題と
連携
・経済･文化・
福祉のビジョン

基 礎 調 査

平成18年度

基本構想

フレーム設計

構想の骨子

戦略設定

主要課題の
まとめ

ビジョン設計

土地利用
方針の検討

連携システム
設計

・他計画との関
連、有効性、成
立可能性

（4）策定フォロー

基本計画

行政評価試行
支援システム
の検討

総総総総
合合合合
計計計計
画画画画

実実実実
施施施施
計計計計
画画画画

事事事事
業業業業
評評評評
価価価価

計画素案化 行政･住民共同計画

重点課題の
抽出

根幹プロジェ
ックト

ソフト計画

・新しい時代
に対応した計
画

基本構想
素案

基本計画
素案

審議会開催

実施･検証

平成19年度
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７月 ８月 ９月 １０月１１月１２月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 1月 2月 3月1２月

平成18年度 平成19年度

体制づくり

策定の方針と
体制づくり

宇陀市の把握

現状把握調査

庁内各課
ヒアリング調査

アンケート調査

地域の課題抽出

策定作業
将来像の検討・
設定

基本構想素案の
策定

基本計画素案の
策定

検討・修正

各種会議（予定）

審議会

策定委員会

幹事会専門部会

冊子作成

編集作業

概要版の作成

印刷・製本

議会上程

項 目

（5）策定スケジュール

12

 


